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消費税廃止中央各界連は30日、「増税法案は徹底審議で廃案に」と国会議員要請行動を行ない、長野、埼玉、千葉、東京、神奈川、なくす会から63人が参加。運動交流の後、一体改革特別委員を中心に要請しました。神奈川の参加者は高橋千鶴子議員の質疑も傍聴しました。
国会内集会で塩川鉄也衆院議員（日本共産党）が国会情勢を報告しました。要旨を紹介します。
「特別委員会」では、本日、高橋千鶴子議員が60分、1日（金）に佐々木憲昭議員が75分質問する。4日（月）には地方公聴会が福島市と神戸市で開催されるがその先は未定。

理事会では、与党ではなく自民党が日程の提案をしているという状況。最初から審議時間は100時間位との前提で、採決をちらつかせ民主党に決断をせまる。「解散を約束するなら賛成してもいいよ」というようなやり取りで、審議の場は時間稼ぎの場になっている。平場での雑談では「11日の週のどこかで採決」「15日に採決だね」などという話題になっている。徹底審議を求める国民の思いを踏みにじる談合と解散日程含みでの採決が合意されるような動きは許せない。

国会の質疑では、価格転嫁問題については、政府も「困難だ」と認めざるを得なかった。「大企業の法人税負担の低さはゆがみの反映だ」（佐々木議員）との指摘にも答えられず、内部留保問題では財務大臣が「考えざるを得ない」と答えている。

昨29日の質問では、政府広報をつかって、世代間対立をあおって増税を正当化する論拠を追及。現役世代1人が高齢者から子どもまで全体の約2人を支えるという比率は、今も未来も変わらないことを厚生労働大臣も認めた。不安をあおる意図的操作でしかない。「社会保障をみんなで支える」としながら企業負担が出てこない問題では、副総理が「中小零細業者は転嫁できないので負担している」と答弁してしまう始末だ。増税は嫌だが仕方がないと思っている国民に増税阻止の展望を語り広げ、廃案までたたかう。
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消費税増税で「生活苦しくなる」87％　産経新聞世論調査


産経新聞は世論調査ｅアンケート（4月13日付発表）で消費税増税について取り上げています。


「消費税増税法案に賛成か」では、YES・22%、NO・78％。


「消費税増税で生活は苦しくなると思うか」に対しては、YES・87%、NO・13％


「消費税増税について政府の説明は十分か」では、YES・10%、NO・90％となっています。


寄せられた内容を見ると、増税賛成の人でも「生活必需品に配慮を」「他にやることがある」という意見が多いのが特徴でした。調査は4月10日までにインターネットで調査し、1957人が回答したもの。


産経新聞のアンケート・「私も言いたい」に寄せられた意見


「増税自体反対はしないが、食料品や一部衣料品の無税などと同時にやるのが個人的賛成の条件だ」（千葉・男性会社員・28歳）


「景気が良くないのに消費税を上げると、ますます景気が悪くなる。消費税で税収は増えない」（神奈川・主婦・37歳）


「財務省のいいなりになって、官僚の既得権益を守るような増税はやめてほしい。どうしても増税したいのなら選挙を先にすべきだ」（大阪・男性会社員・59歳）















































































































































